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１．概要 

 「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」に「許容される傾斜が各建物

及び構築物に対する要求性能に応じて設定されており、動的解析の結果に基づいて求めら

れた基礎の最大不等沈下量及び残留不等沈下量による傾斜が許容値を超えてないことを確

認する。一般建築物の構造的な障害が発生する限界（亀裂の発生率、発生区間等により判 

断）として建物の変形角を施設の傾斜に対する評価の目安に、1/2,000 以下となる旨の評

価していることを確認する。なお、これは、基本設計段階での目安値であり、機器、設備

等の仕様が明らかになる詳細設計段階において詳細に評価を行うこととなる。」との記載

があるが，柏崎刈羽原子力発電所6号炉及び7号炉において，基礎地盤の安定性評価の結

果，原子炉建屋の傾斜が基準地震動Ssに対し一時的に1/2,000を超える結果となっているこ

とから原子炉建屋が傾斜する影響を検討する。 

 

２．建屋傾斜に対する影響検討 

 原子炉建屋の基礎地盤の安定性評価結果を表１に示す。原子炉建屋の傾斜が 1/2,000 を超

えるのは汀線平行断面のみであるが，汀線平行・直交に関わらず，原子炉建屋の基礎地盤の

安定性評価にて算定された傾斜のうち，最大である 1/1,600 を包絡する 1/1,000 を検討用の

傾斜とする。また，建屋傾斜が 1/2,000 を超えるのは最大不等沈下による一時的なものであ

る（図１及び図２参照）が，基礎地盤の残留不等沈下が 1/1,000 という仮定で行う。 

 

 建屋傾斜の影響は，6 号炉及び 7 号炉の原子炉建屋及び原子炉建屋に支持される機器・配

管系のうち，以下を対象として検討する。 

  (1) 設計基準対象施設のうち，耐震重要度分類の S クラスに属する設備 

  (2) 重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和

設備 

  (3) (1)及び(2)の間接支持構造物である原子炉建屋 

  (4) (1)及び(2)の設備への波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備 
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表１ 原子炉建屋の基礎地盤の安定性評価結果＊ 

 

 

 

図１ 6 号炉原子炉建屋の傾斜（Ss-8）＊ 

 

 

図２ 7 号炉原子炉建屋の傾斜（Ss-8）＊ 

 

＊柏崎刈羽原子力発電所 6 号炉及び 7 号炉 原子炉建屋等の基礎地盤及び周辺斜面の安定

性について（平成 28 年 12 月 26 日，第 425 回審査会合資料１－３－１）より抜粋 
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２．１ 建屋傾斜による地震荷重及び地震と組み合わせるべき荷重への影響 

 基準地震動 Ssと組み合わせるべき荷重は死荷重，圧力荷重及び機械的荷重が挙げられる。

以降で各荷重に対する建屋傾斜の影響を検討する。 

 

２．１．１ 基準地震動 Ss により定まる地震力への影響 

 耐震性評価用のせん断力，曲げモーメント及び床応答スペクトル等の地震力は地震によ

る加速度を入力として算定される。そこで，建屋傾斜の有無による地震加速度への影響を検

討する。 

 建屋傾斜が発生している状況の地震加速度を図３に示す。検討用の傾斜（1/1,000）によ

り水平方向，鉛直方向の地震加速度はそれぞれ以下のように表される。 

〇傾斜時に発生する水平地震加速度： 

𝐶𝐻𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝐶𝑉𝑠𝑖𝑛𝜃 =
1000

√12 + 10002
𝐶𝐻 +

1

√12 + 10002
𝐶𝑉 ≒ 0.999𝐶𝐻 + 0.001𝐶𝑉 ≒ 𝐶𝐻 

〇傾斜時に発生する鉛直地震加速度： 

𝐶𝑉𝑐𝑜𝑠𝜃 − 𝐶𝐻𝑠𝑖𝑛𝜃 =
1000

√12 + 10002
𝐶𝑉 −

1

√12 + 10002
𝐶𝐻 ≒ 0.999𝐶𝑉 − 0.001𝐶𝐻 ≒ 𝐶𝑉 

 

傾斜が発生している場合の水平地震加速度及び鉛直地震加速度は傾斜が発生していない

場合の地震加速度と同等であり，傾斜が発生している場合の地震力についても，傾斜が発生

していない場合と同等になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 傾斜が発生している状況での地震加速度概念図 

 

２．１．２ 死荷重への影響 

建屋傾斜が発生している状況での死荷重を図４に示す。傾斜が発生していない場合，死荷

CH：水平地震加速度 

CV：鉛直地震加速度 

θ：傾斜角 

CH

θ

CV

CHcosθ

CHsinθ

CVcosθ CVsinθ

傾斜が発生していない状況 

傾斜が発生している状況 
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重は鉛直方向のみに作用する。傾斜が発生している場合，水平方向に自重の分力が発生し，

鉛直方向は水平方向に分力されるため，従来作用していた荷重より小さくなる。すなわち，

傾斜を考慮すると水平方向の曲げモーメント及びせん断力が新たに発生し，鉛直方向の荷

重は mgcosθとなり，従来作用していた荷重 mg よりも減少する。 

 

   〇傾斜時に新たに発生する曲げモーメント：mgsinθ×h 

   〇傾斜時に新たに発生するせん断力   ：mgsinθ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 傾斜が発生している状況での荷重概念図 

 

２．１．３ 圧力荷重及び機械的荷重への影響 

 圧力荷重は傾斜による影響が無いため変化しない。また，機械的荷重は，安全弁吹出し時

の反力荷重，スクラム反力及びポンプの振動等があるが傾斜による影響が無いため変化し

ない。 

 

２．１．４ 建屋傾斜による荷重への影響検討結果 

建屋傾斜による荷重への影響検討結果を表２に示す。建屋傾斜が発生している状況では，

死荷重による曲げモーメント及びせん断力が水平方向に新たに発生する。 

 

表２ 建屋傾斜による荷重への影響検討結果 

 水平方向 鉛直方向 

Ss による
地震力 

地震加速度は傾斜が発生している場
合と傾斜が発生していない場合を比
較すると同等であるため，Ss による
地震力も同等である。 

同左 

死荷重 
基礎地盤が傾くことにより新たに，
曲げモーメント（mgsinθ×h），せん
断力（mgsinθ）が発生する。 

軸力が mg から mgcosθに減少する。 

圧力荷重 
機械的荷重 

変化なし 変化なし 

h：重心高さ 

m：質量 

g：重力加速度 

θ：傾斜角 

θ 

mgsinθ 

h 

mgsinθ×h 

mgcosθ mg 

mg 

傾斜が発生していない状況 

傾斜が発生している状況 
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３．耐震設計における建屋傾斜による影響の考慮方針の検討 

 残留不等沈下による基礎地盤の傾斜が 1/1,000 という仮定をした場合に，死荷重により新

たに発生する曲げモーメント及びせん断力を耐震設計で考慮する。建屋傾斜を考慮すべき

対象について耐震性評価手法を分類し，評価手法毎に基礎地盤の傾きにより新たに発生す

る荷重の反映方針を検討する。なお，傾斜時の死荷重による鉛直方向の荷重については傾斜

がない場合よりも小さくなるため，設計で考慮しない。評価手法の分類を図５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 耐震性評価手法の分類 

 

評価手法 評価の入力 対象設備例

①建屋連成解析結果等
の曲げモーメント､せん
断力による評価

曲げモーメント
せん断力

原子炉建屋
原子炉圧力容器内部構
造物
原子炉圧力容器支持構
造物

②床応答スペクトルを
用いる評価

加速度
配管
燃料取替機

③床の最大応答加速度
による評価

加速度 ほう酸水注入系ポンプ

④時刻歴応答解析によ
る評価

加速度 原子炉建屋クレーン

⑤その他の特殊な評価
（制御棒挿入性評価）

その他（相対変位） 制御棒

影響検討対象施設

耐震性評価手法の確認・検討

地震応答解析結果か

ら求められた曲げモー

メント及びせん断力を

用いる評価か？

床応答スペクトルを用

いる評価か？

床の最大応答加速度

を用いる評価か？

床の時刻歴答加速度

を用いる評価か？

Yes

No

No

No

No

Yes

Yes

Yes
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３．１ 入力条件毎の反映方法の検討 

 評価手法を整理した結果，耐震性評価の入力として曲げモーメント及びせん断力を用い

る評価と加速度を用いる評価に大きく分類される。それぞれに対する反映方法を検討する。 

 

３．１．１ 曲げモーメント及びせん断力を入力とする評価 

 基礎地盤の傾きにより新たに発生する曲げモーメント及びせん断力を算定し，傾斜を考

慮せずに算定した曲げモーメント及びせん断力に上乗せする。 

 

３．１．２ 加速度を入力とする評価 

基礎地盤の傾きにより新たに発生するせん断力及び曲げモーメントは図６に示す通り，

水平方向に加速度 gsinθが発生した状態と等価であることから，傾斜を考慮せずに算定し

た水平加速度に gsinθを上乗せする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

傾き発生時    加速度発生時 

図６ 傾き発生時と加速度発生時の荷重状態 

 

３．２ 耐震性評価手法毎の反映方法の検討 

図５にて分類した評価手法毎の反映方法を検討する。 

 

３．２．１ 建屋連成解析結果等の曲げモーメント及びせん断力による評価（図５の①） 

原子炉建屋内の原子炉圧力容器，原子炉遮蔽壁，原子炉本体基礎等の大型機器・構造物は，

原子炉建屋基礎版やダイヤフラムフロアを介して原子炉建屋からの地震の入力があること

を考慮して，図７に示すように連成させたモデルを使用し，基準地震動 Ss による地震応答

解析を実施することによって大型機器・構造物の評価用曲げモーメントやせん断力を算定

している。 

原子炉本体基礎を例として算定した曲げモーメントやせん断力が伝達されるイメージと

基礎地盤の傾きにより発生する曲げモーメント及びせん断力を図８に示す。 

 建屋傾斜による影響の反映方法として，基礎地盤の傾きにより新たに発生する曲げモー

h：重心高さ 

m：質量 

g：重力加速度 

θ：傾斜角 

θ

mgsinθ

mgsinθ ×h

mg

h

mgsinθ

mgsinθ ×h

gsinθ

mg
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メントやせん断力を地震応答解析で算定した値に加算する。なお，基礎地盤の傾きにより新

たに発生する曲げモーメントやせん断力は水平方向に加速度 gsinθが負荷されている状態

と等価であるため，gsinθを入力とした静的解析を実施することにより算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 原子炉建屋と大型機器を連成させた地震応答解析モデル例 

 

 

 

 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生時                  傾き発生時 

図８ 原子炉本体基礎に作用する曲げモーメント及びせん断力のイメージ 

地震力によるせん断力

地震力による曲げモーメント

基礎地盤の傾きによるせん断力

基礎地盤の傾きによる曲げモーメント

基礎マット

原
子
炉
建
屋

原
子
炉
本
体
基
礎

原
子
炉
遮
蔽
壁

原
子
炉
圧
力
容
器
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３．２．２ 床応答スペクトルを用いる評価（図５の②） 

 配管や燃料取替機は床応答スペクトルを入力として評価している。建屋傾斜による影響

の反映方法として，基礎地盤の傾きにより新たに発生する曲げモーメント及びせん断力を，

加速度として水平方向の床応答スペクトルの全周期に gsinθを加算する。加算するイメー

ジを図９に示す。 

 

図９ 傾斜を考慮した床応答スペクトルのイメージ 

 

３．２．３ 床の最大応答加速度による評価（図５の③） 

 剛な設備の構造健全性評価や動的機器の機能維持評価に床の最大応答加速度を用いてい

る。建屋傾斜による影響の反映方法として，基礎地盤の傾きにより新たに発生する曲げモー

メント及びせん断力を，水平方向加速度として床の最大応答加速度に gsinθを加算する。 

 

３．２．４ 時刻歴応答解析による評価（図５の④） 

 原子炉建屋クレーンは浮き上がりを考慮するため，クレーンガーダの各車輪にギャップ

要素を持つ非線形 FEM 解析モデルを用いて時刻歴応答解析を行う。建屋傾斜による影響の

反映方法として，基礎地盤の傾きにより新たに発生する曲げモーメント及びせん断力を，入

力として用いる時刻歴応答加速度の全時刻に（最大加速度＋gsinθ）／（最大加速度）を乗

算する。乗算するイメージを図１０に示す。 

周期

加速度
gsinθ を加算

傾斜を考慮していない床応答スペクトル

傾斜を考慮した床応答スペクトル
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図１０ 傾斜を考慮した時刻歴応答加速度のイメージ 

 

３．２．５ その他の特殊な評価（制御棒挿入性評価）（図５の⑤） 

 制御棒の挿入性は，図１１に示すような，燃料集合体，原子炉建屋，原子炉格納容器，原

子炉遮蔽壁，原子炉本体基礎，原子炉圧力容器，原子炉圧力容器内部構造物及び原子炉圧力

容器支持構造物等を連成させたモデルを基準地震動 Ss に対する地震応答解析により，燃料

集合体の相対変位を算定し，制御棒の挿入が確認されている相対変位と比較することによ

り評価する。 

 建屋傾斜による影響の反映方法として，基礎地盤の傾きにより新たに発生する相対変位

（たわみ）を，地震応答解析で算定した値に加算する。基礎地盤の傾きにより新たに発生す

るたわみのイメージを図１２に示す。なお，基礎地盤の傾きにより新たに発生するたわみは

水平方向に加速度 gsinθが負荷されている状態と等価であるため，gsinθを入力とした静

的解析を実施することにより算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 原子炉圧力容器及び原子炉圧力容器内部構造物の地震応答解析モデル例 

時刻

加速度

（最大加速度＋gsinθ  ）／（最大加速度）を乗算

傾斜を考慮していない時刻歴応答加速度

傾斜を考慮した時刻歴応答加速度

0

最大加速度

燃料集合体 
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図１２ 建屋傾斜が発生している状況での燃料集合体のたわみのイメージ 
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